
辺野古沖移転を強引に推し進める政府に対して激しく抗議し、
普天間基地の県内移設断念と早期閉鎖・撤去を求める意見書

私たち沖縄県民は、普天間基地の閉鎖・撤去、県内移設断念、垂直離着
陸機・オスプレイ配備撤回の県民総意を文字通り“オール沖縄”でまとめ
あげてきた。

本年１月には、県内４１市町村のすべての首長と議会議長、県議会議長
などが署名した「建白書」を安倍晋三首相に手渡した。９月には、県内の
行政・議会の５団体（県議会、県市長会、県市議会議長会、県町村会、県
町村議会議長会）が、オスプレイを強行配備した日米政府を糾弾し、全機
撤去を求める抗議声明を発表した。

然るに、日米両政府はこの県民総意を無視して、「辺野古移転」を「唯
一の解決策」として力ずくで押し付けようとしている。

国土面積の０．６％にすぎない沖縄に米軍専用施設の７４％が集中する
異常な実態に対する県民の憤りは、いまや限界点をはるかに超えている。

本町議会は、これまでも沖縄の過重な基地負担の問題解決を求め、全会
一致で意見書を可決してきた。

私たち沖縄県民は、米軍占領時代から保革をこえた島ぐるみのたたかい
で、土地取り上げに反対し、祖国復帰を実現してきた。いま、沖縄県民に
求められているのは沖縄のアイデンティティを貫き、県民の心をひとつに
県民総意の実現へ頑張り抜くことである。

よって、本町議会は、沖縄への圧力を強め、政治家に公約の変更を迫り、
「県民総意」を分断し、県知事に新基地建設のための公有水面埋め立て申
請の許可を迫るなど、子や孫の代まで米軍基地を強要しようとしている日
本政府のやり方に、激しい怒りを禁じ得ない。同時に、町民、県民の生命
と安全を守る立場から、辺野古沖移設を強引に推し進める政府に対して激
しく抗議し、県民総意である普天間基地の県内移設断念と早期閉鎖・撤去
を強く求める。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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